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（図3-15、P62）は、2009年度末時点で一般廃棄物発
電が56%、産業廃棄物発電が36.6%と、廃棄物系発電
で全体の92.6%を占めており、累積導入量の伸びはこ
の廃棄物系発電によるところが大きい。
　一般廃棄物発電は各自治体のごみ処理場での発電
設備であり、これは1990年代初期から徐々に増加し
てきている。新設されるごみ処理場では発電設備が
併設されるのが一般的になっている。産業廃棄物発
電は、製紙会社による自家発電が主な設備であるが、
1990年代は製紙工程で出る黒液を燃料とした発電が
多かったが、2000年代にはいると、木屑・建築廃材・
古タイヤ・RPF等の地域からの産業廃棄物を燃料と
したものに主流が移ってきている。一施設の発電設
備容量が数10万kWとバイオマス発電の中では大き
な発電設備である。一方、割合は少ないものの地域
自然エネルギーとして期待されている木質バイオマ
ス発電や食糧・畜産等のバイオマス発電は、1990年
代にはほとんど無かったのに対して、2004年以降導
入が始まり急激な伸びを見せている。2000年代に入っ
てからの増加は、RPS法施行による政策的後押しが
その大きな要因と推測されるが、化石燃料の価格高
騰などによる燃料代替や、環境対策としてのCO2削
減への取り組みも要因となっていると考えられる。
木質バイオマス発電が2008年以降頭打ちとなったの
は、経済性のある国内の廃材にほぼ余剰が無くなっ
てきたためと考えられる。 
　バイオガス発電もバイオマス政策の推進などによ
り、2003年〜2004年から急速に伸びた。ただし、日
本ではメタン発酵後に出る液肥（高濃度処理水）を
農地に還元する事が難しく、水処理を行っているケー
スが多い。水処理に莫大なエネルギー（および費用）
がかかり、バイオガス発電施設のエネルギー収益を
悪化させる要因になっている。図3-16には、カテゴ
リー別のバイオマス発電の設備容量（発電出力）の
推移を示す。

　3.1.7 海洋エネルギーによる発電

　海洋エネルギーの利用には、波の力を利用した波
力発電、潮の満ち引きによる高低差を利用した潮汐
発電、海流や潮流を利用した海流発電、海の表面の
温度と深層部の温度の差を利用した海洋温度差発電
などがある。世界的には、潮汐発電が最も早くから
商用化されているが、広範な地域での実用化として
は、波力発電が最も有望視されている。
　日本の海洋エネルギーによる発電では、小型の波
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図 3-16 国内のバイオマス発電のカテゴリー別導入推移
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力発電が標識ブイで実用があるものの、現時点では
大型の発電設備は研究段階にとどまっており、実用
化、産業化はされていない。このため海洋エネルギー
技術を産業として支援対象とするのは時期早尚とみ
なされ、新エネルギーに位置づけられていない。
　しかしながら、世界では実用化が始まっており、
フランスでは潮汐発電、ノルウェーでは潮流発電、
ポルトガルでは波力発電が実用化の段階に入ってい
る。ポルトガルやアイルランド、オーストラリアでは、
KWhあたり30円前後で買い取る固定価格買取制度

（FIT）の対象ともなっている。2009年にはオースト
ラリアで、発電規模1.9万kW、事業費約200億円の波
力発電プロジェクトに連邦政府等の補助金が決定さ
れ、本格的な商業発電事業が動き出している。
　海洋エネルギーのうち日本国内で最も有望と考え
られるのが波力発電である。波力発電は、日本では
1940年代航路標識ブイに設置され実用化された。さ
らに、1975年実証機「海明」、1998年「マイティホエー
ル」による研究開発がなされた。世界では、波力発
電の装置は多種試みられているが、実用段階とみら
れているのは、大型で沿岸に固定するタイプの振動
水中式と、小型で沖合に浮体として多数設置するブ
イ型の可動物体式である。日本周辺の波況からは、
小型で沖合設置する可動物体式で浮体式の設備を多
数設置することが効率的と見られている。
　日本近海の平均波パワーは7kW/mであり、波力発
電適地の波パワーは20〜70kW/m程度ある。日本の
海岸線延長は世界第6位であり、EEZ（排他的経済水
域）も同じく世界第6位である。単純計算では、日本
の波の力で日本の消費電力の1/3を賄うことができ
る。
　ブイ型の波力発電は10km四方で500万kW程度の
発電設備規模を持つ。この設備費用を2兆円、耐用年
数を30年とすると、1kW当たりのコストは、50円程
度となる。10万kWを超える普及段階になると、
1kW当たり25円程度になると考えられる。
　なお、波力発電の適地は、洋上風力発電の適地で
ある場合が少なくないとみられ、波力と洋上風力発
電を組み合わせたものでは、海底ケーブルや関連設
備の共用でさらにコストダウンが可能であると考え
られる。さらに、発電設備を漁礁効果も併せ持つも
のとして設計することで、新たな漁業権の設定を視
野に入れることも可能といえる。こうした波力発電
を積極的に勧めるべく、東京都の呼びかけで専門家
等が集まり、2009年7月第1回波力発電検討会が開催
された。2010年3月には報告書および提言が公表され
た22。

　このように波力発電は、ウェーブ・ファームを広
大な海洋に展開することで大きなエネルギーを獲得
できる。波力発電検討会の資料では、2020年までの
波力発電の目標値は設備容量で20万kW程度、設備
稼働率を30%と想定すると、5億2560万kWhの発電が
想定されている。日本では、波力発電を想定した波
況調査が行われていないため2050年の想定は難しい
が、10km四方の海域で500万kWの設備容量となる規
模から言って、それが全国5か所に設置されるだけで
650億kWhとなり、自然エネルギーの大きな柱の一
つとなると考えられる。

　3.1.8 太陽熱発電

　太陽熱発電は、鏡などを用いて太陽光を集光し、
その熱で水を蒸発させることで蒸気タービンを回転
させ、発電する発電方式である。日本では新エネル
ギー技術開発計画として発足したサンシャイン計画
の主要課題の一つとして、1974年に太陽熱発電シス
テムの開発が開始された。広大な敷地、年間日照時
間が2200時間と多く、風が穏やかで台風の通過地点
からも外れているという気象条件等の好条件を備え
ていることから香川県三豊仁尾町（現在は三豊市）
が計画の実験地に選ばれた23。しかし試算値の発電量
には及ばず、日本のような中度地域では発電量に限
界があり、商用化が難しいという結論に至り、1983
年限りで実験は打ち切られた。それ以降日本では太
陽熱発電に関するプロジェクトは行われていなかっ
た。
　2010年2月に東京工業大学の玉浦研究室を中心とし
た研究チームが、山梨県北杜市で新型システムの実証
研究を行うことを計画していることが報道された24。
従来の方式より安価な多重リング型ビームダウン式
集光システムの研究を行ってきた同研究室はアラブ
首長国連邦のアブダビで100kWの実証プラントでの
研究を成功させ25、北杜市で300kW程度のプラント
を建設する計画を協議している。1983年の中断から
およそ30年ぶりに国内での大規模な太陽熱発電プロ
ジェクトが進められることとなる。
　世界における太陽熱発電市場も日本国内と同様に
1990年代初期からずっと停滞していたが、2004年に
新しい商業規模施設への投資が再開した 。それ以来、
イスラエル、ポルトガル、スペイン、そして米国で
大規模な施設へ注目が集まり、技術革新や投資が行
われ急速に復活している。2006年から2007年にかけ
て米国ネバダ州の6.4万kWのパラボラ・トラフ型施
設、米国アリゾナ州の1000kWトラフ型施設、スペイ

22 東京都　波力発電検討会 http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/renewable_energy/conference/index.html
23 仁尾太陽熱試験発電所　http://www.suga-ac.co.jp/works/win/civil02.html
24 山梨日日新聞社　２月９日掲載　「北杜市ふるさとメール」より http://sannichi.typepad.jp/hokuto/2010/02/09tai.html
25 東京工業大学プレスリリース「次世代太陽熱発電所実現へ －多重リング式ビームダウン型で世界初の集光実験に成功－」2010 年 1 月 28 日付
　 http://www.titech.ac.jp/file/100128_2-tamaura.pdf
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ンの1.1万kWの中央集光型施設など、三つの施設が
完成した。北アフリカのサハラ砂漠など砂漠地域で
の大規模な太陽熱発電事業を目指すDesertecプロ
ジェクト26など新規の計画が急速に増加している。

　3.2.1 概況

　ここでは日本国内における自然エネルギーの熱分
野での活用について整理する。熱分野では、大きく3
種類の自然エネルギーが利用されている。一つは最
もポピュラーな太陽熱、次に温泉熱として身近な地
熱や地中熱、最後に森林資源を活用したバイオマス
熱利用である。太陽熱以外は、国内での統計情報や
普及状況を示すデータは少ない。
　太陽熱利用については、オイルショック後の1980
年代に太陽熱温水器の普及が進んだが、その普及過
程で品質面などへの信頼性が失われ、その後の販売
では低迷が続いている。その一方、他の熱源との組
み合わせが可能なソーラーシステム機器が登場し、
一般家庭だけではなく、業務用などでもさまざまな
組み合わせでの普及が期待されている。
　地熱の熱利用については、古くから温泉の浴用と
しての利用がある。この熱量は、本来、化石燃料で
加熱すべき浴用のお湯を、温泉を使うことにより化
石燃料の利用を削減していると見なすことができ
る。また、地中の安定した温度を活用して、地中熱
として利用することにより、冷房や暖房および給湯
のエネルギー効率を高めることができる。
　バイオマス資源の熱利用については、古くは薪の
利用なども含まれたが、ここでは、木質ペレットや
木質チップなどを専用の燃焼機器で利用することを
想定している。さらにバイオマス資源を利用した製
紙会社などの大型ボイラーやCHP（熱電併給システ
ム）についても対象となるが、ほとんどが自家消費
のため、その供給量を把握することは容易ではない。

　3.2.2 太陽熱

　1970年代のオイルショック以降、日本において太
陽熱利用機器は大きな市場を形成した。1980年にそ
のピークを迎え、当時は太陽熱温水器が80万台（≒
168万kWth）以上、ソーラーシステム2.6万台（≒1
万7500kWth）ほどが導入されており、欧州への輸出
も行われていた 。その後市場は縮小し、2009年の導

入量は太陽熱温水器4万台、ソーラーシステムが3200
台と1/20程度となっている 。その結果、累積導入量
から使用年数を加味して差し引いたストック量につ
いては94年ごろから減少を続けている（図3-17）。

　2007年から東京都がけん引役として、補助制度や
業界との連携、PRを行いながら太陽熱市場の拡大を
目指しており、新たな商品の開発や大規模太陽熱利
用プロジェクトなどが進められている。これらの影
響もあり、2008年には導入量が増加したが、2008年
後半からの金融危機の影響もあり2009年度の導入量
は再び減少した。また国としても2009年度に太陽熱
利用の住宅用リース事業への補助制度を導入する動
きがあった。
　世界の太陽熱利用機器の導入量は順調に推移して
おり、2008年には4159万㎡（2910万kWth）となり、
2007年から34.9%の増加を示している。このうち中国
が78.9%、欧州が14.5%、その他が6.1%を占めている。
2009年の導入量は金融危機の影響を受け2008年から
10%程減少すると見積もられている。欧州の主要な
市場であるドイツでは導入量が23%減少し、欧州全
体でも10%減少した。2008年末時点で世界で稼働し
て い る 太 陽 熱 利 用 機 器 は 約2.2億 ㎡（=1億5170万
kWth）である。その多くは中国（57.5%）、欧州

（18.7%）、米国およびカナダ（10.0%）、日本（2.9%）
に分布している。2009年末には世界全体で2.7億㎡（1
億8900万kWth）に達すると見積もられている。
　日本では、1981年に太陽熱利用機器の販売のピー
クを迎えた後、エネルギー価格の安値、安定が続き、
需要が低迷して販売量が減少を続け、現在は年間4〜
6万台程度で推移している。市場の減少に伴い、数年
前までは積極的な新製品の投入や改良をしてこな
かった。このことがさらに市場を縮小させ、国内の
ストックは1994年をピークに減少を続けている。加
えて日本では政策的な支援を欠いてきた。2002年か
ら一部の住宅用太陽熱利用機器に補助金が給付され

26 Desertec Foundation: http://www.desertec.org/
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量およびストック量



66

たが、住宅用ソーラーシステムのみが対象であり太
陽熱温水器を対象外とする非常に限定的な補助政策
であった。企業の新製品の投入が遅れたことなども
重なり、補助金の使用件数は増えずに制度は4年で終
了した。そして2009年度からは太陽熱利用の住宅用
リース事業への補助制度を導入した。この補助制度
は、2011年度の予算概算要求にも組み込まれたが、
長期的な継続性については不透明である。
　東京都の太陽エネルギー利用拡大政策は2009年度
から開始された。2010年11月19日現在までの補助金
申請状況は268件27にとどまっており、1万2859件にの
ぼる太陽光発電との差は依然として大きい。太陽熱
の施工をしても補助制度を利用していないケースも
あり、認知度の向上が求められる。一方でエネルギー
事業者や東京都、その他地方自治体の動きが具体的
になるに従って、太陽熱メーカーも新しい商品開発
を進め、2008年以降新しい商品が開発、投入される
ようになってきた。多くの新製品にエネルギーモニ
ターが組み込まれるようになり、ヒートポンプ式電
気温水器やガス給湯器と組み合わせた太陽熱商品の
開発も進んでいる。東京ガスが集合住宅向け太陽熱
システムの開発を進めるとともに、太陽熱の推進を
進めるフォーラムの結成を働きかけており、新たな
プレーヤーとして参加している。

　3.2.3 地熱直接利用および地中熱

（1）地熱直接利用（温泉浴用利用と温泉直接熱利用）
　温泉浴用利用のエネルギー的な貢献についてはこ
れまでに、ほとんど評価されていない。ここでは温
泉浴用利用による節約熱エネルギーを、「温泉を浴用
利用することによって節約される、浴槽水を日本の
平均気温15℃から、日本人の浴用嗜好温度42℃まで
熱することに要する熱エネルギー」と定義する。
　環境省の調査によると、2006年3月末現在で2万
7866ある温泉の浴用利用の節約熱エネルギーは
36.5PJと推計された。これは原油換算の128万kLに相
当する。これまではこうした見積もりは行われてい
ないためトレンドは不確かだが、ほぼコンスタント
に温泉湧出量が増加して40年前の約2倍になっている
ことから、そのペースで利用熱量も増えていると推
察される。
　温泉直接熱利用と地中熱利用については、新エネ
ルギー財団（NEF）が3年ごとにアンケート調査し
たデータがある。それを表3-6に掲げた。3回の調査
結果はほぼ横ばいであるが、昨今の石油価格高騰を
受けて、温泉熱をエネルギーとして利用する事例が

良く見受けられるようになっている。

（2）地中熱利用
　1980年頃から導入が開始されたヒートポンプを用
いた地中熱利用は、一定期間は年間数件の実績で推
移していたが、2004年頃より増加傾向をたどってい
る。最近4年間では毎年100件程度の施設に地中熱ヒー
トポンプシステムが設置されている傾向がみられる

（図3-18）。地中熱ヒートポンプシステムには、地中
熱交換器に水/不凍液を循環させて熱交換をするク
ローズドループと、汲み上げた地下水と熱交換する
オープンループとの二つのシステムがあるが、図に
示されているように近年はクローズドループの増加
傾向が顕著である。
　また、環境省がヒートアイランド対策として、夏
季の冷房時に大気中への排熱のない地中熱ヒートポ
ンプシステムに注目している。クールシティ推進事
業、環境技術実証事業で取り上げられる中で、大都
市圏でのシステム導入も増加してきている。そのほ
か、最近では農業（温室）への適用も各地で検討さ
れ始めている。
　このほか、2010年で特筆すべきこととして、総務
省の緑の分権改革推進事業で地中熱に積極的に取り
組む自治体がでてきたことが挙げられる。とくに青
森県、群馬県、茨城県、長野県で、利用可能量調査
や実証調査が実施されており、これらの地域での地
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表 3-6 地熱関連熱利用データ（PJ/ 年）

温泉浴用利用

温泉直接熱利用

地中熱利用

2000 年度 2003 年度 2006 年度

（出典：新エネルギー財団（NEF））
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図 3-18 地中熱ヒートポンプシステムの設置件数
（出典：環境省 2010）

27 東京都地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト「住宅用太陽エネルギー利用機器導入促進事業」　http://www.tokyo-co2down.jp/taiyo/
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中熱の普及につながるものと期待されている。

　3.2.4 バイオマス熱利用

　バイオマスの熱利用は大きく分類して以下のよう
な燃料・エネルギー変換方法がある（表3-7）。

（1）木質バイオマス熱利用
　木質バイオマスの熱利用としては、製紙工場や製
材工場等に併設される大型のバイオマスボイラーや
施設に設置される木質チップやペレットによるボイ
ラー、そして家庭等に設置される薪や木質ペレット
によるストーブの熱利用などさまざまな種類があ
る。この中で化石燃料を代替する固形のバイオ燃料
として注目されている木質ペレットは、1980年代に
石油ショックの影響で一時生産が増加した時期が
あったが、1990年代に入ると石油価格が下がりペレッ
トの生産も大きく減少した。その後2000年代になっ
て、環境問題や地域資源の見直しなどで再びペレッ
ト生産が増加してきており、2008年度には年間生産
量が6万トンにまで増加している28。ただし、欧州の
ペレット工場と比べて1 ヶ所あたりの規模が小さく、
全国55 ヶ所のペレット工場の平均的な規模は年間生
産量が1000トン程度となっている。木質ペレットの
生産を効率化し、普及につながる価格に下げるには、
木質ペレットの原料の調達方法や生産方法に課題が
多い。調達面では、間伐材の破砕や乾燥から行う必
要があり、製材工場などにペレット製造工場を併設
することによる改善が期待される。
　（財）日本住宅・木材技術センターにより2005年か
ら木質ペレット利用推進対策事業として、木質ペレッ
トの規格化・普及推進のための調査が行われてきた29。
近年の原油価格高騰により木質ペレット価格が灯油
と競争できる価格になってきたことが、国内ペレッ
ト生産規模の増加の背景となっていると考えられ
る。
　木質ペレットは暖房用ストーブと温水用ボイラー
に利用されており、2007年度および2008年度の累積

販売台数は以下の表3-8のように推移している。2008
年度での前年比増加率はボイラーで約2.2倍、ストー
ブで約1.7倍と顕著な伸びを示している。ストーブは
家庭向けが中心であり、ボイラーは温泉・プール・
農園芸施設・公共施設・官庁などでの利用が普及し
始めているが、国内全体としての導入熱量統計デー
タはまだまとまったものがなく、エネルギーとして
の統計データは今後の集計課題となっている。

（2）食品・農畜産および下水汚泥バイオマス熱利用
　この分野の主なものは、畜産糞尿のガス化・メタ
ン発酵によるもので、大規模な農場の多い北海道で
の事例がほとんどである。また、コジェネレーショ
ンによる熱と発電利用でエネルギー利用効率を高め
る施設が増えている。

　3.3.1 バイオ燃料

　日本では他のバイオマス同様、液体バイオ燃料は
ながらく「継子扱い」されてきた。数年前まで液体
バイオ燃料と言えば、市民団体や中小企業が廃食油
からバイオディーゼルを製造し、燃料として利用し
てきたが、原料である廃食油回収量の制約などから、
5000kl程度に留まっていた 。
　2005年に閣議決定された「京都議定書目標達成計
画」に2010年における輸送用バイオ燃料導入目標50
万klが盛り込まれたことから、経産省は石油業界に
協力を要請した。石油連盟は、2010年に原油換算21
万klのエタノール導入目標を掲げ、2007年4月より首
都圏のガソリンスタンド50店舗でETBEを配合した
バイオガソリンを一般向けに販売し始め、2008年度
には100店舗に拡大している。品質管理の問題などか
ら、石油連盟は石油の副産物であるイソブテンとエ
タノールを混合したETBEの形でのエタノール導入
を進めている。その一方で、イソブテンの生産量が
限られているといったことから導入量に制約が生じ
うるとして、経産省は、エタノールを直接ガソリン
に混合する直接混合方式での導入も視野に入れた法
整備を行なっている。さらに環境省はE3（エタノー

ペレット

チップ

ガス化

メタン発酵

メタン発酵

燃焼、ガス化

燃焼、ガス化

ボイラー・ストーブ

ボイラー

ボイラー、CHP

ボイラー

ボイラー

ボイラー、CHP

ボイラー、CHP

表 3-7 バイオマス熱利用の分類

種　別

木質

食品・農畜産

下水汚泥

一般廃棄物

産業廃棄物

方式 利用技術

28 日本木質ペレット協会「過去 5 年間の日本でのペレット生産動向」 http://www.mokushin.com/jpa/news/news_02.html
29 ( 財 ) 日本住宅・木材技術センター　木質ペレット情報 http://www.howtec.or.jp/pellet/index.html
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表 3-8 ペレットボイラーとストーブの累積販売台数

ボイラー

ストーブ

2007 年度 2008 年度

（出典：データのみ日本木質ペレット協会の資料より）

　3.3自然エネルギーによる燃料分野
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ル3%混合ガソリン）といった直接混合方式での導入
を推進しており、大阪府と協力して直接混合ガソリ
ンの販売を促しているが、直接混合に反対する石油
業界の圧力で、ガソリンスタンドの協力がなかなか
得られないという事態が生じている。
　国産エタノールの生産量は、2006年に30kl、2007
年に90kl、2008年に約200klである。現在、1万kl以上
の生産能力をもつ施設の整備が進められているが、
生産コストが採算ベースの数倍かかるため、補助金
が切れれば生産がストップする可能性が高い。
　また、バイオディーゼルの生産量は2007年で約1万
klである。廃食油は、飼料用、工業用途のほか、ボ
イラー燃料としての需要もある。大手外食産業など
からの廃食油は、飼料、工業用、ボイラー燃料原料
等としてすでに再利用されており、新たに利用可能
なのは、家庭および小規模事業所から発生する約10
万kl程度と推定されている 。
　木質バイオマス等から軽油代替燃料を製造する
BTL（バイオマス・トゥー・リキッド）技術はまだ
現状では収率も悪く、実用化にはさらなる技術開発
が必要である。
　日本の現在の液体バイオ燃料導入の主な目的は温
暖化対策だが、最もコストの低いブラジルからの輸
入エタノールでもCO2削減コストは4万円/t程度と推
定されており、費用対効果はかなり悪い。
　日本国内のバイオマス利用可能量は、エネルギー
需要量全体の6%程度と推定されている。液体バイオ
燃料利用において重要なポイントの一つは、エネル
ギー収支である。すなわち、生産-加工-消費のすべ
ての過程において使用するエネルギーの総量が、生
産した燃料の熱量を超えていればエネルギーを生産
したことにはならない。液体バイオ燃料、とくにエ
タノールの変換効率は悪く、理論値でも20〜40%程
度の上、変換に多量のエネルギーを必要とする。国
内の限られた量のバイオマスを、変換効率および温
暖化ガス削減費用対効果の悪い液体燃料として利用
するべきかどうかは、よく検討する必要がある。こ
うした点から、バイオ燃料導入量の大幅拡大は輸入
を行なうのが現実的である。現在、エタノールの輸
出余力があるのは、ブラジルにほぼ限られる。（将来
的にも、自国の需要を賄って余剰がある国はほとん
ど見当たらない。）
　輸入バイオ燃料拡大における重要課題の一つは、
持続可能性に関わる問題である。国際的に最も網羅
した基準を挙げていると評価されている「持続可能
なバイオ燃料に関する円卓会議」は、「持続可能なバ
イオ燃料生産のためのグローバルな原則および基準

案」として、①法律遵守、②協議・計画およびモニ
タリング、③温室効果ガス排出、④人権および労働
者の権利、⑤地域および社会的開発、⑥食糧安全保障、
⑦自然保護、⑧土壌、⑨水、⑩大気、⑪経済効率・
技術と継続的な改善、⑫土地権利といった項目を挙
げている。
　ブラジルからのエタノールであれば、とくに生物
多様性に富むセラード（草原・潅木林）開発による
生物多様性の損失や、土壌中のGHG排出の問題など
が挙げられる。現在、国内外でバイオ燃料の持続可
能性基準策定の取り組みが進められているが、日本
が輸入するエタノールが持続可能性基準を満たすも
のであっても、需要量拡大にともなって、従来、放
牧地や大豆畑であった土地にサトウキビ畑が拡大
し、セラードやアマゾン地域に放牧地や大豆畑が拡
大するおそれ（間接影響）が指摘されている。
　2006年から2008年にかけての世界的なバイオ燃料
ブームは、食料との競合や土地をめぐる紛争の増大
など、深刻な社会問題を引き起こした。バイオ燃料
の利用拡大は、温暖化対策といった目的に対する効
果などさまざまな点を考慮しながら、慎重に進めて
いくべきである。なお、バイオ燃料に関する情報は、
NPO法人バイオマス産業社会ネットワークが毎年発
行しているバイオマス白書30に詳しく記載されてい
る。

　3.3.2 その他の輸送分野
　
　自然エネルギーの輸送燃料における利用は、自動
車の低炭素化に大きく貢献するものである。低炭素
車は、開発当初と比べて低価格での販売が実現され
ていることに加えて、国や自治体からの減税、補助
金等の優遇措置もあり、近年では通常のガソリン車
に対する価格競争力を持ちつつある。低炭素車のう
ち、現在とくに実用化が進められているのは、ハイ
ブリッド車（HEV）、プラグイン・ハイブリッド車

（PHEV）、電気自動車（EV）である。低炭素車普及
促進のための政策がとられると同時に、各メーカー
が開発に力を入れ、毎年新しい車種の生産を開始し
ている。

（1）普及政策
　経産省による「環境対応車　普及促進対策費補助
金」（通称「エコカー補助金」）とは麻生内閣が2009
年4月に発表した経済危機対策の一つであり、同年12
月に鳩山内閣によって2010年9月まで延長された。こ
の補助金制度では、新規登録から13年以上の自動車

30 バイオマス白書 2011 http://www.npobin.net/hakusho/2011/
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を廃車にし、平成22年燃費基準達成車に買い替える
際に25万円が支給された。また新規購入や車齢が13
年未満での買い替えについても、平成22年燃費目標
基準を15%以上達成した車を購入する場合には10万
円が支給された（金額はいずれも普通車の場合）。こ
の制度は、総予算額の5837億円を消化したために
2010年9月に終了したが、その後もメーカー各社が独
自のキャッシュバック制度を設けるなどした。しか
し、補助金の終了に伴って新車全体の販売台数は大
きく落ち込んだ。バス、トラック、タクシー業者に
対する低公害車普及促進対策費補助金は、2010年か
ら2011年にかけて実施される。
　2009年に開始し、2012年度までの継続が決定して
いる「環境対応車普及促進税制」（通称「エコカー減
税」）では重量税および取得税が減税となり、HEV、
PHEV、EVについては全額免除となっている。
　また、自然エネルギー目標の一環としてクリーン
エネルギー自動車（HEV、PHEV、EV以外の車種も
含む）の導入目標値を定めている自治体もある。た
とえば、神奈川県は17万8000台、大阪府は6万台、札
幌市は7600台（いずれも2010年度までに）の導入を
目標としているが、実態はHEVが大半を占める。

（2）乗用車
①ハイブリッド車（HEV）
　2009年までに販売されていた主な車種には、トヨ
タ自動車のプリウス、エスティマ・ハイブリッド、
クラウン・ハイブリッドを始め、本田技研工業（ホ
ンダ）のインサイト、シビック・ハイブリッド等が
あり、2010年、ホンダのCR-Z、フィット・ハイブリッ
ド等が新たに市場投入された。富士重工業（スバル）、
ダイハツ工業、マツダ等もHEVの生産、販売を開始
している。既存のインフラを利用できることから、
HEVは現在最も実用性の高い低炭素車である。
　トヨタ自動車のプリウスの2009年国内新車販売台
数は約20万台であった。2010年上半期は17万台を超
え、全乗用車中1位と、第2位の本田技研工業（ホンダ）
のインサイトに大きく差をつけている。

②電気自動車　（EV）
　2010年はリチウムイオン電池の技術革新が進み、
EV市場は大きな発展を遂げた。2009年までに販売さ
れていた主な車種は三菱自動車のi-MiEVで、2010年
末に日産自動車のリーフも国内で販売開始となる。
トヨタ自動車、本田技研工業、富士重工業等も今後
EV市場への参入を予定している。
　充電ステーション等の新たなインフラ設備が必要

となるため、現時点ではHEVに比べて実用性の面で
課題が残るが、高効率の低炭素の自動車として、将
来的にはさらなる普及が期待されている。2010年度
の国内個人向け目標販売台数はi-MiEVが4000台、
リーフが6000台であり、予約、販売は順調である。

③プラグイン・ハイブリッド車（PHEV）
　PHEVは家庭用電源からの充電が可能であり、長
距離ではガソリン車、短距離ではEVとして走行する。
現在、各メーカーは一般用商品化に向けて、一層の
コスト低減に取り組んでいる。また、高性能なリチ
ウムイオン電池の開発が求められる。

④その他の低炭素車
　上記の他にも、水素を利用した燃料電池車（FCV）
や水素自動車の技術開発も進められているが、水素
の製造技術やインフラ整備に課題が残るため、実用
化の目途はたっていない。現在、燃料電池車（FCV）
は、官公庁や民間企業を対象としたリース販売が主
である。トヨタ自動車は、2015年の市場投入を目指
して燃料電池ハイブリッド車の開発を進めている。

（3）バス・タクシー
　バスやタクシーにもHEVが登場する中、EVを活
用する動きが広がっている。路線や営業エリアが限
定されているバス、タクシーの場合、充電のための
インフラ整備が比較的容易であるという利点があ
る。自治体や企業が、大学と連携するなどして電気
バスの導入に取り組んでいる。国土交通省は、バス、
タクシーにおけるEV活用を推進すべく、来年度の予
算を確保して支援する動きをとった。個人向けには
普及までに時間を要するが、自治体や企業を中心に
シンボル的なEV導入が進みつつある。

（4）自然エネルギーと低炭素車
　これらの車両は従来のガソリン車に比べて化石燃
料への依存度が低い次世代型車両として期待される
が、低炭素車においてさらなる環境負荷の低減を図
るためには、使用する燃料や電力が自然エネルギー
であることが重要となる。自然エネルギーがこの輸
送分野に本格導入されていない現状でも、太陽光発
電設備からEVへの充電やグリーン電力証書の利用等
によってある程度実現する試みも始まっている。




